○○市町災害時要援護者避難支援プラン（全体計画）【記載例】

項　　　目
内　　　　　　　　　　　　容

Ⅰ目的
災害時要援護者対策は，災害時に自力で避難することが困難な高齢者，障がい者等（以下「災害時要援護者」という。）が，安全かつ確実に避難できるよう，地域において情報伝達，避難誘導等の避難支援を受けられる体制を整備し，災害時要援護者が安心して暮らすことができる地域社会の形成を目的としており，対策を円滑に推進するために全体計画を定める。

Ⅱ対象地域
市町全域とする。

Ⅲ災害時要援護者支援班


防災部局と福祉保健部局，あるいは自主防災組織等の関係機関との連携強化を図るために『災害時要援護者支援班』を設置する。

構成員は次のとおり。

【班　長】　△△課長

【副班長】　□□課長

【班　員】　△△課　○○係　□■係　△▲センター

　　　　　　□□課　▲△係　○●係　◎○係

◎◎社会福祉協議会

◇◆自主防災組織　

Ⅳ要援護者の　対象範囲
災害時要援護者とは，必要な情報を迅速かつ的確に把握し，災害から自らを守るために安全な場所に避難するなどの災害時の一連の行動をとるのに支援を要する人々をいい，一般に高齢者，障がい者，外国人，乳幼児，妊婦等が考えられる。

各市町においては，それぞれの状況や特性を考慮して，実情にあった災害時要援護者の範囲を決定する。

○災害時要援護者の定義（例）

1 介護保険の要介護度等；要介護３以上，認知症高齢者等

2 障がい程度；身体障がい１・２級，知的障がい　療育手帳 eq \o\ac(○,Ａ)・Ａ），精神障がい１級等

3 その他；一人暮らし高齢者，高齢者のみ世帯，外国人等

上記の災害時要援護者すべてに対して避難支援プランを作成するのが理想であるが，対象者が膨大な数に上る場合，現実的にプラン作成が困難になったり，実際に支援が必要でない場合や本人が望まない場合を含んでしまうなどの問題点が生じる。

したがって，要援護者の概数を把握した段階で，支援の必要性や居住地の脆弱性等から要援護者に優先順位をつけたり，要援護者本人に良く聞取りをして，支援の必要性を吟味することが重要である。

○優先度の検討（例）

1 支援の必要性が高い；重度障がい者，要介護者，在宅医療等が必要な難病患者，一人暮らし高齢者，高齢者のみ世帯

2 災害等の危険性が高い地域；ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ等における危険地域，住宅・居室の危険性・老朽度

3 地域・家族の支援力が弱い；近所付き合いが脆弱な地区，一人暮らしが多い地区

Ⅴ災害時要援護者支援制度の実施要領
避難行動要支援者の登録と避難支援プラン（個別計画）の作成及び運用を中心とした災害時要援護者避難支援制度の実施要領を定める。

【資料３

　『○○市町災害時要援護者避難支援制度実施要領【記載例】』参照】



Ⅵ収集する要援護者情報
1 住民基本台帳〔△△部局◎○課〕

2 身体障害者手帳所有者情報〔△△部局◎●課〕

3 療育手帳所有者情報〔△△部局◎□課〕

4 　　　　　　　：

　　　　　　　：

               ：

Ⅶ個人情報取扱い方針
1 要援護者情報の収集・共有方式

　　関係機関共有方式（又は，手上げ方式，同意方式）

2 個人情報保護条例の解釈と運用

・要援護者リスト作成；関係部局が保有する要援護者情報を要援護者リストとして目的外使用することに関して『相当な理由がある』と判断できる

【条例第○条第◆項第△号】

　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　：

3 個人情報保護審議会の開催方針

・審議会に諮る項目；一括答申又は個別答申

　　　　　　　　　　センシティブ情報の収集に関する事項

　　等

　　　　　　　

4 守秘義務の確保

・自主防災組織，避難支援者等に対して要援護者情報を提供する場合は，誓約書の提出を求める。

· 民生委員児童委員は，関係法令に守秘義務が規定されており，これを遵守する。



Ⅷ避難支援プラン作成・共有・管理の流れ
※　機関共有方式の場合


○　対象予定者の把握
・　関係部局の要援護者情報を収集し，要援護者リストを作成する。


○　実態調査及び同意確認

・　要援護者リストを元に民生委員児童委員が対象予定者を個別訪問し，面接により生活実態等の調査を実施する。

・　実態調査の結果，避難行動要支援者に該当する者には，避難支援の仕組みを説明し，個人情報を避難支援関係者（避難支援者，民生委員児童委員，自主防災組織等）に提供することについての同意を確認する。

・　同意者については支援制度への登録手続きを取る。

・　不同意者については別に台帳（不同意者リスト）を作成し，市町関係部局のみで共有するとともに，災害時には当該情報を安否確認等に利用する。


○　避難支援プラン（個別計画）の作成・共有・管理

・　同意者からの登録手続きの際に，避難支援関係者の協力を得ながら，要援護者一人一人が複数の避難支援者を定め，避難場所及び避難経路などを整理した上で，登録届を『避難支援プラン（個別計画）』として取りまとめる。

・　記載内容は，別紙『○○市町災害時要援護者避難支援制度登録届』のとおり。

・　避難支援プラン（個別計画）は，市町関係部局及び避難支援関係者間で共有・管理する。


○　避難支援プラン（個別計画）の追加・更新等

・　適宜，関係者の届出により最新の情報に更新するとともに，年１回は新規要援護者の追加等の更新を行う。


※　手上げ方式の場合


○　制度の広報・周知

・　広報誌等により，避難支援制度の周知を図る。


○　手上げ者の制度登録

・　制度登録の意思を示したものに対して，個別訪問等により本人の生活実態を調査し，支援の必要性を検討する。

・　実態調査の結果，避難行動要支援者に該当する者には，避難支援の仕組みを説明し，個人情報を避難支援関係者（避難支援者，民生委員児童委員，自主防災組織等）に提供することについて確認する。

・　同意者については支援制度への登録手続きを取る。


○　避難支援プラン（個別計画）の作成・共有・管理

・　登録手続きの際に，避難支援関係者の協力を得ながら，要援護者一人ひとりが複数の避難支援者を定め，避難場所及び避難経路などを整理した上で，登録届を『避難支援プラン（個別計画）』として取りまとめる。

・　記載内容は，別紙『○○市町災害時要援護者避難支援制度登録届』のとおり。

・　避難支援プラン（個別計画）は，市町関係部局及び避難支援関係者間で共有・管理する。


○　避難支援プラン（個別計画）の追加・更新等

・　適宜，関係者の届出により最新の情報に更新するとともに，年１回は新規要援護者の追加等の更新を行う。


※　同意方式の場合


○　制度の説明・周知

・　市町の各部局，社会福祉協議会等において各要援護者を個別に訪問し，避難支援制度を説明する。


○　本人同意の取得と制度登録

・　生活実態や本人の意向をよく確認した上で，制度登録への同意を促す。

・　同意者については，個人情報を避難支援関係者(避難支援者，民生委員児童委員，自主防災組織等）に提供することについて確認した上で，支援制度への登録手続きを取る。

・　不同意者については別に台帳（不同意者リスト）を作成し，市町関係部局のみで共有するとともに，災害時には当該情報を安否確認等に利用する。


○　避難支援プラン（個別計画）の作成・共有・管理

・　登録手続きの際に，避難支援関係者の協力を得ながら，要援護者一人ひとりが複数の避難支援者を定め，避難場所及び避難経路などを整理した上で，登録届を『避難支援プラン（個別計画）』として取りまとめる。

・　記載内容は，別紙『○○市町災害時要援護者避難支援制度登録届』のとおり。

・　避難支援プラン（個別計画）は，市町関係部局及び避難支援関係者間で共有・管理する。


○　避難支援プラン（個別計画）の追加・更新等

・　適宜，関係者の届出により最新の情報に更新するとともに，年１回は新規要援護者の追加等の更新を行う。

Ⅸ要援護者の　避難支援
洪水，高潮，土砂崩れ等の風水害の発生が予測される際などに，避難支援者が中心となり要援護者の避難支援（避難情報の伝達，避難誘導など）を行う。

地震の際には，要援護者リストや避難支援プランの情報を基に，安否確認を行う。




資料２
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